
高知県中小企業・小規模企業振興指針の見直し（案）の概要について
Ⅰ　現指針の概要（令和4年3月制定）

１．制定根拠等
　〇「知事は、中小企業・小規模企業の振興に関する施策を総合的に推進するための指針を策定

するものとする。」（中小企業・小規模企業振興条例第12条）
　　⇒令和３年度に指針案を審議会に諮り、ご意見を踏まえて策定

２．指針の考え方等
（1）指針：地域地域で県内中小企業等が、まずは事業を継続し、そのうえで成長が図られるよう、

施策や取組の方向性を示すもの（指針第１章の３、第２章）
　  　⇒具体的に取り組むべき方向性として、次に掲げる15の「基本的方向」を規定

（2）県の支援のあり方（指針第２章）
①中小企業等の自主的な経営の向上及び改善に必要な情報を届けることや「意欲の喚起につな
がる仕掛け」を講じ、そのうえで意欲や規模、成長段階に応じた伴走支援を実施

②事業者単体では取り組むことが困難な需要の喚起や交流人口の拡大に取り組む
③経営資源に限りのある中小企業等に、デジタル技術を活用した事業者同士の連携した取組を
促進し支援

（3）重点取組（指針第１章）
　　・事業継続に欠かせない担い手の確保とともに、成長につながるデジタル化、グリーン化、グローバ
ル化について、特に重点的に取り組む

３．推進体制（指針第３章）
　〇　高知県中小企業・小規模企業振興審議会を毎年度開催し、施策の実施状況や成果、課題
を検証　⇒審議会において、３つの指針全体を貫く目標【大目標】を設定

　

　　　※主な業種においては、中目標(事業所、１事業所当たりの付加価値額)を設定

４．指針の見直し時期（指針第２章）
　〇　「指針に基づく施策を、まずは令和６年３月まで実施したうえで、これを総括し、指針の見直し
を行います」とされている　⇒今回、施策の総括及び指針の見直しを実施

Ⅱ　見直しの考え方と主な内容
１．考え方
　　〇「指針」は県の施策や取組の方向性を示すものであるため、大幅な見直しはせず、経済・社会

情勢の変化を踏まえた見直しや、軽微な修正を実施
２．見直しの主な内容
＜第1章　指針策定の趣旨＞
　①企業数や従業者数の統計データを最新値等に更新（経済センサス等の数値を使用）
　　＋ 県内中小企業等の現状を中長期的に把握する観点から、H24 とR3の比較に統一
　②現下の経済・社会情勢を踏まえ、重点取組の内容を充実
　　・「生産性の向上」の取組と「働き方改革の推進」の取組を両輪で進めていくことで、女性・若者・外

国人など多様な人材が活躍できる環境づくりを進め、誰もがやりがいを持っていきいきと働ける企業へ
と成長を促していく旨を記載

　③見直し時期の更新（令和10年３月まで実施したうえで、総括し、指針を見直し）
　　・大目標の事業所数及び付加価値額は、令和10年公表（R8経済センサス確報）予定のため、目

標の達成状況も検証した上で、指針を見直し（第5期産振計画（R6～9）の総括ともリンク）

＜第２章　施策の基本的方向＞
　①15の「基本的方向」の修正

ⅰ）県として具体的に取り組むべき方向性であることを踏まえ、県が主体となる記載に統一
ⅱ）産業振興計画の改定等を踏まえた修正　など

　②各基本的方向に列挙する個別施策「・」の削除
   ・指針策定時は、施策をまとめたものが存在しなかったため、指針内に個別施策を記載
　 ・令和4年度以降、業種別に、基本的方向に基づく個別施策の取組をまとめた資料を作
成し、審議会等で検証しているため、指針内における個別施策の記載は削除　

条例第11条「施策の基本方針」 指針に規定する「基本的方向（見直し案）」

１．中小企業・小規模企業の経営基盤
の強化及び経営の革新を促進するこ
と

① 事業戦略や経営計画等の策定・実行支援

② 生産性向上の後押し

③ 新たな技術、製品・サービス等の開発の促進

  ④ 知的財産の活用及び産学官の連携の促進

２．中小企業・小規模企業の創業の促
進及び事業の承継の円滑化を図るこ
と

３．中小企業・小規模企業の販路等の
拡大を図ること．

⑤ 創業・新たな事業の創出の促進

⑥ 円滑な事業承継の促進

⑦ 中小・小規模企業の振興に資する企業誘致の推進

⑧ 地産外商の強化

４．中小企業・小規模企業に対する資
金供給の円滑化を図ること

⑨ 事業資金の円滑な供給の促進

５．中小企業・小規模企業の人材の育
成及び確保を図ること

⑩ 事業活動を担う人材の育成・確保の推進

⑪ 働き方改革の推進

６．中小企業・小規模企業の振興を通
して、地域の活性化や地域の多様な
資源の活用を促進すること

⑫ 商店街等の振興を通じた地域の活性化の促進

⑬ 地域の多様な資源と地場産業を活かした事業活動の
促進

７．中小企業・小規模企業の環境変化
への適応の円滑化及び災害等への対
応を促進すること

⑭ 脱炭素化などSDGs等の新しい課題への対応の促進

⑮ 自然災害や感染症への対応の促進

① 経営基盤の強化・ 経営資源の確保 ⑨ 資金供給の円滑化

② 生産性の向上 ⑩ 事業活動を担う人材の育成・確保

③ 新たな技術、製品・サービス等の開発の促進 ⑪ 働き方改革を進める雇用環境の整備の促進

④ 知的財産の活用及び産学官の連携 ⑫ 商店街等の振興を通じた地域の活性化の促進

⑤ 創業・新たな事業の創出の促進
⑬ 地域の多様な資源と地場産業を活かした事業活
動の促進

⑥ 事業の承継の円滑化 ⑭ 脱炭素化やSDGs等の新しい課題への対応

⑦ 中小・小規模企業の振興に資する企業誘致の推進 ⑮ 自然災害や感染症への対応の促進

⑧ 地産外商の強化

 事業所数：（10年後=R13）30,800所　　　＊出発点（R3）33,064所

 １事業所当たりの付加価値額：（10年後=R12） 4,230万円　　　＊出発点（R3）3,466万円

 条例認知度及び県の取組の満足度の向上（中小企業者版県政世論調査により確認）
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１．目標（中目標）

事業所数

新規就農者数（年間）

1事業所当たりの

付加価値額
（万円）

２．主な施策の総括
評価

D

D

指針に基づく施策の総括（農業振興部）

対象業種：農業

経済センサス活動調査結果 目標値

H24 H28 R３ R８ R13

155 196 276 547 717
第４期産業振興計画で設定する目標値を基に設定

（次期計画の目標値により変更となる場合があります）

調査結果 目標値

Ｒ元 Ｒ２ Ｒ４ R８ R13

261 217 214 320 320
第４期産業振興計画で設定する目標値を基に設定

（次期計画の目標値により変更となる場合があります）

経済センサス活動調査結果 目標値

H23 H27 R2 R７ R12

2,619 2,659 3,688 4,072 4,496 「指針全体を貫く目標」の算出方法に準拠（年率２％増）

取組 R5目標と実績 Ｒ５までの取組 課題 Ｒ６以降の強化策
［⑩ 事業活動を担う人材の育成及び確保］
○産地での担い手確保に向けた取り組みの強
化

新規就農者数（年間）
目標R5:320人
実績R5：215人

・新規就農ポータルサイト開設（R2年3月）による情報発信
　   ⇒アクセス数　R5：77,058件
・就農コンシェルジュによる相談体制の強化
　　⇒就農相談会　 R5：60回（県外：23回、県内：37回）
　　⇒相談者数　　R5：230人（うち女性73人（32％））
・産地提案書の更新と有効活用による受入体制の強化
　　⇒産地提案書数　R5：33市町村99提案
・農業体験の実施　⇒R5：8回　41人
・後継者候補がいる農家（リストアップ農家）の調査
　　⇒リストアップ農家数　R5：35部会345人

・若年や女性の農業に対するネガティブイメージを払
拭し、農業のイメージアップとなる情報発信や農業を
職業の選択肢とするための取り組みが十分できてい
ない
・早期の営農定着に向けた就農前研修へ若者を誘
導するための支援が弱い
・親元へ就農する後継者本人に対する就農前研修
や就農後の経営安定に向けた支援がない
・自営就農よりハードルが低く、34歳以下の若者が
約５割を占めている雇用就農への対策が弱い
・企業的経営体を目指す新規就農者の育成が必
要　

●若者・女性への就農支援の強化
・【拡】いきいきと活躍する農業者と交流する農業体験ツアーの開催など、仕事としての
農業の魅力を知ってもらう取り組みの実施
・【新】女性農業者等のロールモデルとなる事例の発信や農業の魅力を拡散するSNS
キャンペーンなど、農業に興味を持ってもらう取り組みの実施
●自営就農に向けた就農支援の強化
・【拡】新規参入を目指す34歳以下の若者に対する就農前研修期間中の資金助成
を拡充
・【新】親元就農する後継者の就農前研修及び就農後の早期経営確立を支援する
ための資金を助成
●雇用就農者への就農支援の強化
・雇用就農から独立自営就農を目指す34歳以下の若者に対する就農前研修期間
中の資金助成を拡充
・【新】ビジネス感覚に優れ担い手の育成に協力的な農業法人のもとで、法人経営を
目指して研修する者への支援（県版地域おこし協力隊制度の活用）

［⑩ 事業活動を担う人材の育成及び確保］
○法人経営体への誘導
○経営発展への支援

農業法人数
目標R5:445
実績R5:281

○高知県農業経営相談センターを開設し、セミナーの開催や経営相談対応、経
営改善指導等を実施（H30～)。その後活動を継承しつつ、高知県農業経営・
就農支援センターを開設、県内に9カ所のサテライト窓口を設置し、重点支援対
象者への専門家派遣等の伴走型支援も実施（R4～）。

・農業経営力向上セミナーの開催
　実施回数：計66回（R元～R5）
　参加者数：延べ人585人（R元～R5）
・経営発展への支援
　支援した経営体数：99経営体（R元～R5）

・生産資材等が高騰する中、コスト削減や販売額
の向上などを図るための中長期的な経営戦略の作
成が必要
・法人化に向け育成していくターゲット層が明確化で
きていない

●農業経営・就農支援センターによる経営発展に向けた支援の強化
・【拡】専門家の派遣回数を増やすとともに、様々な経営課題に対応できるように専門
家を増強するなど体制を強化
・【拡】重点支援対象者数を30から50経営体に拡充
・重点支援対象候補者の掘り起こしを強化

設定の考え方

設定の考え方

設定の考え方
指標 「評価」の基準
S 数値目標の達成率 110％以上
A 数値目標の達成率 100％以上110％未満
B 数値目標の達成率 85％以上100％未満
C 数値目標の達成率 70％以上85％未満
D 数値目標の達成率 70％未満
― 達成度の判断が困難なもの


